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冷媒漏洩による排出ウェイトは廃棄時が大半

廃棄時回収率60%
整備時回収率30% の場合

業務用空調機の冷媒排出割合推定

故障・整備時
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廃棄時
64%

工場組立時
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温室効果ガス排出削減に向けた効果的取り組み

HFCの責任ある使用原則に基づく活動を推進

１．冷媒回収の推進

２．省エネ機器等の普及推進

３．低GWP機器の開発

○ 短期的な効果が期待出来る

○ 中期的には大きな効果が期待できるため
現在からの着実な推進が必要

○ 将来へ向け、総合的な判断の基に
地道な推進が必要
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フロン回収破壊法の改正による効果を期待。法施行に向けて準備推進中

冷媒回収の確実性の向上

改正法のポイント

・サービス時の回収が義務付け

・関係者の責務が明確化

・マニフェスト制度の導入

・地方自治体の立入権限拡大

法の各層への
周知徹底と
実効性向上

に注力
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